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中国における改革，調整政策のもとでの労働移動

ぃ菊 ち池 汝
道 き
樹

はじめに

I 労働移動をめくる統叶，理論1:0)問題

II 労働移動のマクロ動向

Ill 展望

はじめに

1989年春節11）lけに，数百万ともいわれる規模の

大凩の農民か職を求め，「盲流」となって人hliili

へ押し寄せた動きは．中国内外の関係者を驚かせ

た。その後，「天安門事件」を経て治安、思想面

ての引き締めか強化されたにもかかわらず， 1990

りの春節が終わると再び「肖流」の波が大都IIiを

襲い，改めて，農家経営請負責任制の導入によっ

て如在化した中国罠村における過剰労働力の大き

さ，失業問辿の深刻さを認識させた。

「盲流」発生の契機は， 1988年9月の中国共産

党第13期第3回中央全体会議で，経済過熱を抑え

ることを優先させる調整政策へ軌道修正すること

か決議されたことをうけて，中央政府が基本建設

投資を圧縮したこと，並びに乱立気味であった郷

鎮企業を行政当局によって直接に，また金融機関

からの融資規制の＇強化により間接的に統合，祁即

させたことにある。その結果，閉鎖，操業倅11と

なった郷鎮企業の労働者，および建設部門を中心

に都市部の企業に臨時エとして屈用されていた股

村出身の労働者の多くが職を失い，新たな就業機

会を求めて広州．上海，北京などの大都市へ押し
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寄せることになる。こうしてそれまで，経済体制

改革の過程で誇りうる成果として，中国内外の研

究者，政策担当者の関心を集めてきた，郷鎮企業

の発展を基礎｛こ「離土不離郷」（離農しても離村せ

す）パリの労働移動により農村の工業化を推進する

政策は，一定の成果を収めながらも，その限界を

露呈してきた感がある。

しかしその一方で、「大安門事件」以降．対外

関係か悪化し，経済成k率が低下するなかで．従

来ほどではないにしても郷鎮企業の成長は依然衰

えをみせず， 1990年には生産総額が9500億元を超

ぇ，令IE]社会総生所額の約4分の 1に達し，輸出

による外貨獲得額も仝It-:]のほぼ4分の 1を占める

に至り (ii:l)、郷鎮企業は今や中国経済に不可欠の

セクターとなっている。こうした状況のもとで．

中央政府は， 「農民の株式制企業に1!lする暫定条

例」 (1990年2月），「町村の集団所有制企業に関す

る条例」 (1990年6月）を公布するなど，郷鎮企業

を内びIn視することによって経済体制改革をさら
にすすめ、経済成長を再び軌道に乗せるきっかけ

とする方針を鮮明にしているっ

過剰労慟力を吸収しつつ，農業部門の成長と均

衡を保ちながら農村の上業化は可能であるのか。

実現III能であるとするならば．単に中国のみなら

丸開発途上国の工業化戦略に与えるその影響ぱ

きわめて大きい。

本稿においては，この点を念頭に岡いて．この

12年間の改革，調整政策のもとでの農村工業化の

『アジア経済； XXXIII-4(1992. 4) 
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成果の意義と問題点を戦後の開発途上国の工業化 特徴が認められる，と一般に受けとめられているこ

をめぐる議論の流れのなかで明らかにしたい。 それゆえ．工業化の指標として，中国における

(i ~ 1) 『経済II報』 1990年12月151I 第1次産業部門就業者数の比率の低ドを，アメリ

力や日本など先進工業諸国の経験と比較して論ず

I 労働移動をめぐる統計，理論上の問題 るにぱ幾つかの留保条件が必要であるように思わ

社会科学院牒村発展研究所の「中国の農業余剰

労働力の利用と移転j をテーマとする研究グルー

プは．国際比較の観点から．建国後の労働移動の

牡質として次の 2点を挙げている。

ます第1に， 1952年から88'rfまての36年間の，

第1次産業部門就業者数の比率の急激な低下 (84

ぷから60こ）は．アメリカが1810年から69年間．

H本が1872年から75年間を要した(/)に比べてきわ

めて短期間であり，川界的にもit日すべき例てあ

る．と指摘している。次いで， 1978~88年の農業

部門から非農業部門への移動について，以下のよ

うに述べている，農業部門から移動した労働｝］の

合叶は，国営企業の就業者総数に呼しい 1億：125(）

万人，そのうち農村地域内での非農業部門への移

動者が8850万人．行Ihliへの移動者が4400万人に逹

している。そしてこ d)10年間の農業部門から J|〖股

業部門への流出速度は年平均15.2ら刀と，世界的に

も稀れな速度で進んだ， と(ii'1)0

この研究グループの分析にみられるように，新

中国成立後，就中，紆済体制改吊か本格的に開始

された1979年以降．工業化の急速な進展の結果と

して，第1次産党部門就業者数の比率が急速に低

卜―しつつある， とする見解がいわは定説として中

国内外の研究者の間で受け人れられている。しか

もまた，その比率の低下は，周知の情離土不離

郷 I 咽の農村地域内の移動，すなわち郷鎮企業0)

発展による農業部門から商工業部門への労働移動

によるところが大であり，そこに中国の工業化の

れる。

他方， t出の研究グループによれば，農業部門

から非農業部門への移動のうち，ほほ3分の 1を

都市への空間的移動が占める。これが事実とすれ

は，経済体制改革開始後においても農村から都市

への空間的労働移動は，戸籍制度に制約され，極

く限られた範囲にすぎない， とする通説を再検討

する必要に迫られることになる。

以上， 2つの問題点を検討することによって，

経済体制改がのもとての中国の労慟移動の動向が，

国際比較の観点から，ことに開発途上国における

工業化過程でみられる傾向のなかでいかなる特質

をもつのかを明らかにてきると思う。そうした作

業の前捉として，労働関係の公式統計の問題点に

ついて検討しておくことが不可欠である。

1. 統計上の問題

公式統，，Iて複数の職業に従事する労働力を業種

別に分類するにあたっては．主要な職業の基準を

原則として就業時間の長短に置く (it2)。たとえは

『中国統，，十年鑑』では、農業を主とし， 1fり工業を

兼業している場合には牒業労働力とすなと規定

しているぼ3）。この基準に従うと， 2つ以上の職

業から所得があり，少ない就業時間によってより

多くの所得を得る人は，就業時間の多いほうの業

種の範疇に入ることになる。しかし，実隣には，

6カ月以上農業に従事しているか否か，主要な収

人源は何かを目安とし，調社の現場で：り事者に最

終的な判断か委ねられているようである国4)。

1979年以降段階的に普及してきた農家経営請
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負責任制のもとで，農村戸籍をもつ各戸に均等に

請負農地が割り当てられるようになった。 1984年

の党中央 lり通逹ではさらに，農地(})泊負期間を

15年以 lとするとともに，経営規模の拡大による

農業牛外':(}）合fFfl化を促進するために，他人に泊負

耕作権を成渡すること（転包）か容品された）に

もかかわらず，現実には各種の調査報告が明らか

にしているように，限られた範囲でしか土地使用

の集中による経営の規模拡大は進んでいない。し

たがって、 JI泄牒業各部門の就業れは公党介業(})労

働者にしろ，私企業の企業主にしろ｀そのほとん

どかl-T・'I噂如半商・半農タイプ(})兼業行なの

である，

こうした現状においては，労慟統計を作成する

際に混乱が生じやすいことは想像に難くはない3

それゆえ，公表されるデータを鵜呑みにして，農

村地域の工業化，産業構造の変化を先進諸国にお

ける1が史的経験と比較して論ずることは'H態の本

質を見失う恐れがある。一例として、農H(}）1〗翌業

化か進み，「温州モデル」として 1~,際的にも知ら

れている，浙tL省温J9|i市周辺の地域の就業構成統

計を挙げておこう。

経済体制改革か始まる直前の温州農村地域にお

いては，農村労働力の 3~4割に相当する， 70万

~80)1人もか実'fl的には失業状態にあったと柑計

されている， それが個人経営の曲1．業か発展する

につれて、失業れは解消されるとともに，農村労

働｝J(}）産党）jll構成にも大幅な変化か生したといわ

れる。

そのような推移を示す指標としてしばしば引用

されるのが第 1表の①である。確かに同表でみる

限り、 7年間て農業部門の労働｝］かl(）0)i人減少

し． I^． hil花部門の労働力が130}1人増加すると

いう, /~lj的な変化が生じたことになる (i1 5)。
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しかしここで，非農業部門の就業者の増大とい

っても，そのなかには，行商人，出稼ぎも含まれ

ることに留紅する必要がある（第1表(})(2:l)) しか

も，労慟｝］移動についての議論をすすめるうえで，

第1表の(i)の数値は相当慎重に考慮しなけれはな

らない。 7年間に100}j人もの労働カ(})罠党部門

からの離脱という状況はどうみても異常であり，

そもそも副業の従事者を本業の農業部門から区別

してI業部門と一体のひとつの範疇としているこ

と自体奇妙な統計といわざるを得ない（i中6)。（2)(}）

［・副業部門の就業者とは，少しでも」l：典業部門

に従事している屑を指しているとみられる。

そうした推測(})裏つけとなるのが， 1988年2月

12日付けの『温州日報』に掲載された当時の市長，

慮市亮氏の演説をもとにした第 1表の③である。

水産牧畜，林業の従業者か農業部門，非農業部

門のいずれに属するのかという疑問が残るが，農

業部門の就業者は，その比率こそ約20らも減少し

ているもの0), (1)とは逆に絶対数はむしろ45Jj人

強の増加をみせている，，また，同年4月291::lU), 

温州市第7期人民代表大会第 1回会議の席上での

「政府工作報告」において，やはり慮声亮氏は，

1987年の第2, 3次産業の就業者数は101万3000

人で，これは農村の労働力総数の37.5&；に当ると

述べており，行政打），Jは，今日の第1次1庄業の従

業者の比率は (iWlliii 後とみている（『温）•I•IIIf如

1988年5月1011)。こ0)就業構成比であるならは後

にみるように，全It|0)趨勢とほぼ対応しており，

いわれるほど温州農村地域には劇的な変化が生じ

ていないことになる。

tヽ戸し:.::.:.:でいう，第2, 3次産業部門の就業

者も程度の庄こそあれ，兼業層であるとみてよい。

兼業層と家庭企業の経営者など離農した府とをIJ<

別することは難しいが，温州市の地元ては， li1,l者
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中日における改り'， ,̀J射柏政策(j)もとてU)'パ慟移動

第 1表温州農付地域の労働J)構成

① 労慟力構成の推移 （単位：万人）

年度 I 労働力総数
-7農～業部門0）匹□: ［・副業部几）従事者

::I ]：：l ~1ー：ロ
② ]~. M1J業部門0)就業部門別構成比 (1985年） （単位：万人）

集団企業 丁 ll
家庭・聯戸企業 I 33 （家庭企業10万7000件， l稲戸企業2万5000件）

流通関連企業 22 （うち， 10万人は行商人）

出稼き 28 

その他 20 

③ 農業，非農業別就業者構成の推移

農業部門())従事者

（単位：人）

非農業部門の従事者
年疫 労働力総数 I ! t-

I ， l) ％ 
ー•- l --

1980 1, 735, 30(） I l, 353, 5(）（J 78.0 

1986 2,673,900 1,562,800 58.4 41.6 

（出所） （I) 費孝通 1小1枷＇山 大市場」（『浙1.［学flj』1986り第3期） 7ヘーシ。

② IIIl 1,，倫文 7ヘーシ．／何栄飛 1温州牒村商品紆済発展的新格局」（『温小11経済発展

戦略叫究』 1985年） 13ペーシ。

③ 『温州日報』 1988年2月12日c

についておよそ次のように定義をりえている。す

なわち，兼業農家とは農閑期に手工業に従事する

か，あるいは家庭構成員の間で農工間の分業を行

なう層であり，出稼きに赴く附もこの範疇に含ま

れるこれに対し家庭企業の経営名などの離罠し

た層とは，農繁期にのみ耕作し，場合によっては

人を雇い，あるいは上述の転包に応じ，請負農地

の経党を他の製家へ委ねる層てあるぼ7)0 

しかし， この1店準て現実の農HIけ住者の就業区

分を厳密に行なうことは困難であり，工業化が進

んでいるといわれる地域では同じような事情にあ

るとみられる。ここで菫ねて 3部門間の就業構成

比の統計でのみ労働移動，工業化の動向を分析す

ること())不十分さを強調しておきたい。以上のよ

うな統"ll•()）難しさは，単に兼業一般())就業形態

だけではなく｀今日の中国に特徴的な兼業のあり

方を反映している。次にその点を温J•I9|(/）実情を中

心に検，；寸する。

2. 兼集の実情と問題点

温州農村地域の工業化は，私企業が流通，生産

面で主祁的な役割を果たしているところに特徴が

あるといわれる。私企業か発展する喫機となった

のは， 1978年未の、中国共産党の第11期第3回中

央全1本会議で採択された経済体制改革を推進する

決議であり，その実1/iか令国に紹介されるように

なったのは， 86年夏のことである。

5 
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この地域の工業化の中心となっているのが，簡

単な技術で安価な幾つかの商品の製造に地域くる

みで特化して，その商品の販売市場を形成し，年

間取引額が巨額にのぽる区，鎮である。特に有名

なのは．多くの住民がボタンの製造，販売に従事

する橋頭鎮をはじめ．再生ビニール製品の宣山区，

電気関連の製品・部品の柳市鎮などで、 1986年度

において，年間取引額が10億元以上のところを10

大専業市場と呼んでいた。

10大専業市場以外の地域にも共通する，温州地

域の農村工業化の成長のメカニズムは，流通か生

産を産み出す，ことにある。つまり．全国各地に

赴いている数多くの出稼ぎ人，行商人が，資金と

ともに市場情報を地元にもたらし，それをもとに

個人，あるいは家庭単位の企業がまず特定の商品

の仕入れ．販売を行ない，やかて軌道に乗るとそ

の商品の製造に乗り出し，全国規模の卸売，製造

拠点として発展するという経路を辿る。「前店后

廠」（正面が商店で裏が工場）といわれるように，

家族単位で販売と製造を一体化して営むことが一

般的である。そして市場が拡大すると，その波及

効果としてサービス，運輸業の発展を誘発するこ

とになる（注8)0

こうした商工業の発展に対応した就業形態の変

化を．転包の具体例を通じてみておくことにする s

10大専業市場の柳市鎮と虹橋鎮が存在する楽清

県では， 1人当りの耕地がわずか約2.7-;;,-ときわ

めて狭く，農村労働者の42~二が非農業に従事して

いる。それらの労働者の土地約9800;-；が食糧生産

に専念する農家に耕作を委託し，その結果10畝＝

66.67t (1畝は 6.667:.一）以上の，比較的まとま

った規模の耕地を経営する農家は1114戸に達して

いる。土地の貸借契約は当事者同士が自発的に行

ない．借り主は土地の使用権を得て． l畝につき

6 

200~800も団の食糧を貸し主に提供することとし，

士地の改良，肥料の投下，改良品種の導入なとを

行ない，増産に努めている（賢温州日報"1987年12

J 1 21 i l) 3 

一方，柳市鎮の白象村では，永嘉県の山間僻地，

仁渓郷から来た， 50人強の農民に33~133，↑の耕

地の経営を請負わせたり（『温州日報~ 1987年4月

15日），同し柳市鎮の后街村では農村労働者の 8

割が非農業に従事し，耕地全体の 7割に相当する

約20;:＿刀を，やはり永嘉県の山地から来た農民に耕

作を請負わせている（賢品州日報:1986年3月23日）C

また，商工業，交通，サービス業が盛んな黄華郷

黄浦村ては，耕地の配分は 1人当り 1;:―程度であ

ることから，全村の水田 6はを一括してまとめて

南陳村へ耕作を委託しているc' 契約にあたっては，

党委員会が責任をもち， 1人当り700梵の米を適

正価格で引き渡すこととしている（浦温州日報』

1986年4月1日）こ

このように商工業か発展している地域において

は，食糧生産を請負う農民を外部から受け入れ，

地元の住民は小売・卸売，サービス業，製造業部

門などの職業に専念する傾向にある。中央の党・

政府の方針に倣い，これら地域を管轄する温小i1市

当局も転包を通じた農業経営の合理化を推進して

しヽる (it9) 0 

しかし，転包による土地の貸借は，地域全体と

してはかなり限られた範囲に留まっている。 1988

年末の段階で温J小1市全域で転包に応じていたのは

全戸数の 5と＜9;:前後の約7万戸にすきない（『温州日

畿 1989年3月21日）。しかも，転包契約では一般

に，耕作権の貸借は 3年とし，その後貸し主か望

めば，その権利を回復することができる旨明記さ

れておりげ温州日報』 1987年8月28日），仮に転包

による農工，農商間の分業化がすすんたとしても，
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中国における改革，調整政策のもとでU)労慟移動

それは工業，商業の従事者が完全に離農したこと

を意味するものではない。

このように転包がすすまないという事情は，各

種の調査，研究が明らかにしているように，郷鎮

企業の最先進地，江蘇省南部の蘇南地域をはじめ，

全国各地で共通してみられる。その基本的要因は，

非国営企業の経営基盤の脆さにある。つまり．農

民は高収入が得られることから郷鎮企業を中心と

する非農業部門に就業するものの，それらの経営

は概してマクロの経済動向，政治情勢に左右され

やすく，廃業，操業停止の恐れがあり．したがっ

て最低限の食糧を確保する手段として請負農地を

手放さずにおくことが必要となるのであるげ］0)0 

こうした状況のもとでは．農村における非農業

部門の就業者の多くは当然のことながら兼業者で

ある。蘇南地域の就業形態について朱通華氏は次

のように述べている。つまり，「離土不離郷」と

は単一の範疇に括れる農民層ではなく，（l）農村戸

籍をもつ郷鎮企業の労働者，（2）都市に出て国営，

あるいは集団所有制企業に雇われる臨時エ，契約

工，（3）都市に出る建築労働者．あるいぱその他の

労慟者，（4）長距離輸送業の経営者，（5）町で商業，

飲食業，サービス業などを営む農民，し6)家庭企業

の労働者，などを含む広範囲な層であり，単一の

職業に専念するのではなく弾力的であり、社会の

需要に応えた新しい労慟形態である， と。そして

「農民が土地を離れても，村を離れず．農耕以外

の経営に従事するのは，まさに農工が相結合し，

相互に補うという，歴史的伝統を基礎としてい

る」ことを強調する htll)。

蘇南地域の農村工業化の研究で指導的役割を果

たしてきた費孝通氏の見解も基本的に朱氏のそれ

と一致しており，郷鎮企業労慟者の大半は兼業者

であることを認めたうえで．それは農民から労働

者に移行する過渡段階てあり，工業も農業もする

というやり方が中国の工業化の初期の大きな特徴

である， と述べているげ12)た

中国の研究者の間ではこのような見通しに立っ

て，兼業者層を工業化の初期段階における過渡的

な存在， と捉える見解が一般的である 3 しかし，

現在の中国の兼業層は農家経営請負責任制のもと

での土地配分システムと密接に結び付いた存在て

あり，単に市場経済の浸透に対応して減少すると

いう性格をもつものではない。中央の党・政府か

現行の農家経営請負責任制を長期的に維持してい

くことを表明していることから，相当長い期間に

わたってこうした就業形態が維持されることか予

測される c

しかも，既述の， 1990年6月に公布された「町

村の集団所有制企業に関する条例」の第11条で、

集団所有制企業の労慟者が所属する村へ戻った際

には農業生産に従事する権利を有する， と明記し

ていることにポされるように，政府は居住地から

離れて就業している労働者に対しても，農業に復

帰することを保障している。

このように，郷鎮企業が発展し，農業部門から

第2, 3次産業部門への労働移動が進みつつある

ことは紛れもない事実であるが， しかし完全な離

農を伴う産業間の移動はきわめて限られた範囲に

すぎす，現実には兼業者層の増加なのである。

土地配分システムの根本的な改革が行なわれない

限り，生産力か上昇し，完全な離農を伴う農工間

の労働移動は行なわれる見通しはないといえよ

。
ぷ
ノ

3. 開発途上国工業化過程における兼業問題

上述の統計上の問題は，中国を含む，開発途上

国の労慟移動の現実が，先進国の歴史的経験を基

準とする理論的枠組では捉えきれない性格をもつ

7 
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ことに由来する。にもかかわらず．中川側の研究

者の間では先の研究グループの認識にも窺えるよ

うに．ベティ クラークの法則を前捉として， lム

業化に伴い，就業者構成比のピークが．第1次産

業部門から，第2次産業部門．そして第3次産業

部門へ移動するという枠組で捉えようとする，共

通した傾向がみられる国13）。それゆえに兼業層0)

存在を工路化の過行でどう扱うか， としヽ う問題意

識が欠洛し，理論分析の枠組と現実の動向との間

に乖離を牛しる結果をもたらしているように思わ

れる。

労働移動の研究をすすめるうえで当面重要なこ

とは．統計上の曖昧さをもたらす現実の農村労働

カの存在形態，すなわち大量に存在する兼業層に

着目しなから，公式統計を慎重に再検，，Jすること

である。そのためにまず必要なことは，戦後．間

発途 I→作国の工業化過程においてみられる労働移動

に関わる議論の流れのなかから分析の枠組を見出

すことである。

兼業層は．日本の経験も含め．開発途上国のエ

業化の過程における就業者構成の変動を考察する

うえで共通して屯要な存在であり，中国に特外な

問題てあるわけてはない。中国を含む開発途 IJEI

の労働移動の現実は．ペティ＝クラークの法則

があてはまらないとして．約40年前にハウアー

(Bauer)とイエメイ (Yamey)が提起した問題を再

検討することの重要性を示唆している⑪14)。彼ら

は．主として現在のナイジェリア（こおける就業者

構成の動向を分析することを通じ．次のような糸，’,

論を}t+-しヽたいつまり．工業化の初期の段階におし、

てはインフラストラクチュアが整備されず，広い

範囲でのlli場形成がすすんでいないことから，分

業が進展せず．統計上農業部門に含まれる多くの

人々がサーピス．運輸部門の活動に従事しており．

8 

それが農村地域の労働力の大きな吸収源となって

いる，と。

このバウアー， イエメイの問題提起を受けて，

梅村又次氏は， 1879年の山梨県における労働統計

をもとに，市場経済が未発達な段階における．兼

業者の比率の高さを示したうえで，その後の市場

の拡大に伴う，兼業者の減少，専業者の増大tHIhj

を明らかにしている hll5)。梅村氏によれは，北業

者が多数を占める就架構造は自然経済から巾場舒

済へ移行する過渡期にみられる特徴であり， した

かって，市場経済が本格的に発展するのに対応し

て，兼業者は減少することになる。

中国を含む今日の開発途上国においても，工業

化の過程で日本の事例と同様に兼業層か減少する

のであろうか。

周知のように，戦後開発途上国における工業化

の過程において， tとして人口圧力の大きさ，な

らびに近代工業部門における労働節約的な技術の

選択の結果として，雇用機会が伸び悩み，都市へ

流出してインフォーマル・セクターとして零細な

商工業部門の職業に従事する層か拡大する傾向に

ある。このインフォーマル・セクターの膨曲こそ，

中国の政策)i屈か経済体制改革をすすめるにあた

って，「都巾^ （城l|l)病」としてその発生を防I|し

ようとした現象に他ならない。その一方で開発途

上国農村には，バウアー，イエメイがその重要性

を明らかにした．農業以外の職業に従事して生計

を営む層が大量に存在する。

この非農業従巾者肘0)仔在について鳥居泰彦氏

は，農村におけるインフォーマルな就業形態てあ

り，従来の即論の枠組てl-^業部門への労働｝）の流

入として捉えることかてきる，日本や最近の韓II;l

でみられる，「在宅通勤兼業」や「出稼ぎ兼業」

とは全く異質のタイプであることを強調する。
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そしてその仔在は，経済発展の研究に対し，次

の 4点を究明すべき新しい課題として提起してい

る、 と指摘する，

(I)巨大な人ll包容力，（2）農業と 1nj等，またはそ

れ以上の所得創出効果，（3) 「危険負担；をはしめ．

商慣習の学習の機会，（4）農業との相互依存関係を

通しての最も1爪始的な産業構造の形成， 1国経済

令体としてのPr党構造の核としての存在（山(i19
中国の郷鎮企業の就業者をすべて一律にインフ

ォーマルな存在と規定することはできないものの，

島居氏が提起する［記の課題は，中国の農村 l〗.菜

化についての議論をすすめていくうえで新たな視

角を提供しているように思われる。

つまり，これまでの中国の農村l〗．業化政策を評

価し，今後の間発戦略を展叩するうえで，先進囚

の歴史的経験を比較の基準として． 3部門間の枠

組でのみ就業構造の変動を分析することでは不十

分てあり，兼業）,,... ,'を，単にI]〗業化過程における過

渡期の存在として捉えるのてはなく．農村経済，

国民経済の勇要な構成要素として位置づける観点

が重視されるべきであろう。

（注 l) 中[I札l農党刺余労働力利川り転移課題糸Il'9|l|1,1

農業剰余労動力転移的道路選択」（『中国農村経済J 1990 

年第10期） 7ページ。

（注 2) fuJ換炎『農村社会経済統計』北東 中国統

9,1出版社 1987り 30ページ。

（注3) 国家統，，1）,0編『中国統，，！り鎚 1989』北）；し

中国統計出版社 1990年 162ページ。

(ii: 4) 『農民日報』 1988年9月7H，ちなみにわが

|11の国勢調脊において複数の職叉に従'!iしている人を分

類する際0)某ijlは，（l）労慟時間(/)1丈t'，1,12)収人の名此

(31齢も近い時期に従’hした業挿，のIllれに従う（総務庁統

計局 r国勢調査便覧』 1985年）。

（注 5) 「温州モデル」についての学術論文としては

恥均水準といわれる、中国社会科学院経済研究所温州農

村調査組「温州農H商品経済考察り中IEI農村現代化道路

探索」（『経済研究J1986年第 6期） 5ヘーシをはしめ．

中国における改小．曹調整政策のもとての労働移動

温州経済！関連のほとんどすべての研究は，この数値に且

づいて議論を進めている。比較的最近の研究では， 1986

年の就業者数構成比を．第 1 次産業部門49~» （うち農業

部門24七，；.),第2,3次産業部門51年と推Jtしている（李

迪良・吋凜源・劉化標「温州農業労働力的転移和対策」

（『人口研究,1988年第2期） 34ペーシ。

（注6) 中国ては副業の範疇に穀物以外の商品作物を

栽培している農家を含むことか一般的であるか，この場

合はそうした農家層は人れていない。

(ii.7) 中共温）iHI委政策研究室『温）什経済格局 我

刑的倣法和探索性意見』杭外1浙江人民出版社 1987年

20~21ペーシ／張に寿・李舟Tri温州模式研究』北京 中

国やt会科学出版社 199(）年 43~44ページ。

(/18) 1988年まで(/)温州地域の経済0)概要は，拙稿

「温州モデルの現段附」（『月刊 中国経済』（日本貿易枷

典会〕第274号 1988年10月） 10~23ページ。

（注 9) たとえば『温州日報』は，他の農家からの清

負農地を拡大し，穀物の＇い序に専念する模範例として、

柳Ìri鎮の南士木氏の経営動向をしばしは報じている

(1986年8月17日， 87年10月31日、 87年12月21日）。

（注10) 転包の実情と問題点については数多くの論文

があるが．次の2点が特に有益てある。若代直哉「中国

の農地間趙一ー『転包』をめぐって 」 （『中国研究月

報』箱473号 1987:fJ.:: 8月） 1~30ペーシ／仮瞭虹・劉

永義・劉雲・ £建林「現階段農村剰余労動行為特征」

（つ経済研究』 1988年第2期） 66~70ページ。

(/fl l) 朱通華「論‘'離I：不離郷'’」(『郷鎮企業与小

城鎖」北点 中国展望出版ti: 1985年） 、•19ページ。

国 12) 費孝通 1小城鎖再探索」（『小城鎖四記』北京

新華出版社 1985年） 65~67ペーシ／同 riI村五十年j

（費孝通編 r背孝通選集』天津 天津人民出版社 1988 

年） 267ヘージ（大里浩秋・並木頼寿ぶ『ii」}1農村のI-

業化 小城鎮建設の叫録 1983~84』Wf文出版 19881，こ

216ヘーシ）3 なお、 IL蘇省の兼業については．実態調査

に基づく．大島ーニ氏の研究｀ ］兼業の深化と農業再編

の展開J び季刊中国研究』〔中国研究所〕第12号 1988 

年7月）およひ厳善‘I'氏0)論稿，「中国『蘇l汁i地区』に

おける開村労働力の就業構造」げアシア糸和和第29巻弟

11号 1988年11月）に詳しい

（注13) たとえば．姜漁・党暁捷・姜洪『中国就業結

構研究』太原 山西人民出版社北京 中国社会科学出

版tl l986年。

（汁14) Bauer, P. T.; B. S, Yamey, "Economic 

，
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Progress and Occupational Distribution," Econormc 

journal,第61巻第244号， 1951年12月号 741~755ペーシ

（注15) 梅村又次『賃金・痛用・農業』大明堂 1965 

年 172~174ページ／同「労働カ・就業構造一げ経済学

大事典』第3巻 東洋経済新報社 1975年） 7 ~11ペ

ージ。

（注16) 鳥居泰彦『経済発展理論』東洋経済新報社

1974年 223~226ページ。

II 労働移動のマクロ動向

上述の統計上，制度上の特徴を念頭に置き，ま

ず公式統計によって，全国レヴェルでの産業部門

間の労働移動の概要を整理しておくことにするっ

1. 3部門間の就業者構成比の変化

労働人口は第2表に示されるように． 1978年度

の4億人強から89年度には 5億5000万人強に増加

する。この間の就業者構成の推移をみると，第 l

次産業部門が7割強から 6割へと10ポイント低下

するのに対し，第2, 3次産業部門の比率はそれ

ぞれ約4ポイント， 6ポイント1::.昇し， 1989年度

には，約21ぷ， 18ぷに達する。公式統計でみる限

り，産業部門間の労慟移動か急速にすすんたこと

になる li±:lI。たたし，第2, 3次産業部門の就業

者にぱ，広い範囲の兼業者層が含まれることは先

（こ検討したとおりである。

この間，年々の部門別の構成者数の増減のテン

ポは一様てはない。第2, 3次産業部門の年平均

増加率はそれぞれ5~'入 7 ~はであるが， 1984年度

には前年と比較し，第2次産業部門が10ぷ強，第

3次産業部門18ぷといずれも，この年度に際立っ

て増加する。このような1984年度の第2, 3次産

業部門の就業者の怠速な伸びは， 79年度以降の，

農家経営請負責任制の導人が効を奏し，農業部門

の高成長か達成されたことに自信を得た，党・政

府かさらに一層，市場原理の拡大，深化を図るた

めに，金融制度を含む一連の制度改革を実施した

ことによるところが大きい。

これに対し， 1988年度下半期からの調整政策は，

第2表 産業部門別就業者構成比の推移

労働者 ！ 第1次産業部門 i 第2次産業部門 第3次産業部門

年度 総数 労働者 労慟者 労数慟者 1 

数 数 ， 

（万人） （万人） O// 0 （万人） 1 ％ ＇都市 農村，（万人） ％ 都市 農村

・ 12.7 ！ 1978 40,152 28,373 70.7 7,067 17.6, 4.9 4,712 11. 7 8.7 3.0 

1980 42,361 29,181 68.9 7,836 18.5 13. 2 i 5.3 5,344 12.6 9.6 I 3.0 

1981 43,725 29,836 68.2 8,132 18.6 13.4 5.2 5,757 I 13.2 10.0 3.2 
1982 45,295 30,917 68.3 8,479 18.7 13.3 5.4 5,899 13.0 10.0 3.6 

1983 46,436 31,209 67.2 8,814 19.0 13.3 5.7 6,413 I 13.8 10.2 5.2 

1984 48,197 30,927 64.2 9,728 20.2 13.2 7.0 7,542 i 15.6 10.4 5.7 

1985 49,873 31,187 62.5 10,524 21.1 13.3 7.8 8,162 16.4 10.7 5.7 

1986 51,282 31. 311 i 61.1 11,356 22.1 13.4 8.7 8,615 16.8 10.8 6.0 
1987 52,783 31,720 ! 60.1 11,869 22.5 14.0 8.6 9,194 17.4 I l 11.0 6.4 

1988 54,334 32,308 59.5 12,296 22.6 13.5 i 9.1 9,730 17.9 11.1 6.8 
1989 55,329 33,284 60.2 12, 116 21.9 13.3: 8.6 9,929 17.9 I I 11.1 6.8 

（出所） 国家統計局編 r中国統計摘要 1990』北京 中国統計出版社 1990年 17ペーシ／同編『中国統計
年鑑』各年版所収の「各行業社会労動力人数」の項より作成。

IO 
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それまでの各部門間の就業者構成比の変動の趨勢

を逆行させる結果をもたらすことになる。 1989年

度には．第3次産業部門では横はい．微増傾向に

あるものU)．第1次産業部門て87年の水準まで近

づく一方．第 2次産業部門では86年度を下回る比

率に逆戻りすることになる。こうした農業部門，

農村地域へ())「|i11流」現象に対して．中111の研究

行，政策担‘'iffの間では‘Ii面の対策として．帰村

者を中心に余剰労働力を水利施設の建設・改修，

土地改良．植林．道路建設など農業基盤の整備に

動員すべきてある． とする提，iが多くみられるよ

うになる (1121 9 

つまり， ここ10年余りの期間の，第1次産業部

l"］から第2, 3次産業部l"Jへの咤業間労慟移動は，

巾央の党・政府かすすめる経済体制改革路線，マ

クロ経済政策の動向に強く左右されるところに特

徴があるといえよう。

ところて，第2表で1978~89年度の第2次廂業

部門の構成lt(/）変化を農村、都巾別にみると、都

市の比率はむしろ後退する傾向にあり，製造業，

建築業の上昇は専ら農村地域の発展によるところ

が大きいことを小している。また，第3次Itr党部

門においては都巾＾では微陪てあるのに対し，品村

では顕著な増加傾向にある。つまり，就業構成比

の変化といっても，農村l人10)第 l次産業部門から

第2, 3次J卒業部門への部門間移動の結果による

ところが大きいのである。この事実は，農村にお

ける経済体制改革の成果としてしばしは強調され

るように，農村地域の穀物生J崖を偏咀した，従来

の産業構造から郷鎮企業の発展を軸に農村0)［業

化が進展した結果であることはいうまでもない。

しかし，農業地域の第2, 3次産業部門の就業

者の増大化傾向といっても，郷鎖企業の従業者に

しろ，自営業者にしろ，その実態は兼業名である

中国における改州調整政策のもとての労働移動

ことは，前節で指摘したとおりてある。現行の牒

家経営請負責任制のもとでは，農村戸籍をもつ限

り，口糧田，責任田の配分を請負う権利をもち，

しかもその土地の売買が禁止されている。こうし

た状況のもとでの離農とは，より高い収人を確保

できる機会があれば，その間農作業に投入する労

働配分を縮小することを意味する(})てある。中央

政府U)経済政策，娯気動向に左布されやすいとい

ぅ，部門間の労1動移動の特質も，そうした本業と

測業の境界を曖昧にするような土地配分システム

に規定されているといえよう。

そ(})ような労働移動の性格を衿廊したうえで，

第3表の農村地域における就業者数の変化をみる

と， 1978年度以降88年度までは，非農業部門，と

りわけ，建築業，交通・運輸業， 1{が業・飲食業の

就業者が増加する。特に， 1984年度からの増叩が

著しい。これに対して，農業部門の就業者数の増

加は緩慢であり， 1984~88年度は倅滞傾向が続く。

こ(})，点に関連してテイラー(Taylor)は， 1978~

86年度の期間に農村地域の非農業部門の就業者数

の伸び率が， 製造業 (19,6ら；）よりも建築 (24.4

ら）， ならびに麻業 (23.4ぷ），運輸業 (27.5セ‘,）

において高いことに注Hし、その理由として，＇ぷ

要面では農民が所得の増加分を住宅建設と，既存

の日用品の購入に向けたこと，また供給面におい

ては，これらの業種への新規参人が，製造業に比

べて必要な資金は少額であるうえに，技術もさほ

どの熟練度を要しないことを挙げている。

さらに彼は，過剰労慟力に対する就業機会を拡

大するための適切な方法として，ひとつの部門に

偏らない，発展段階に対応した．多様な部門の発

展が必要であるとする中国側の研究者たちの見解

に怜怠を示しつつ，自ら中国社会科学院農村発展

研究所で行なったインタヴューに基づく，同研究

II 
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第 3表 農村の就業者溝成
（単位：万人）

年 度 1978 1979 1980 1981 1982 1983 i 1984 i 1985 ; 1986 1987 1988 1989 

農・林・牧業 27,488 27,835 28,334 28,980 30,062 30、350I 30. 080 30、351I I 30,468 30, 870 31. 456 32,441 
副業・漁 i 

； 

工業 1,734 1,756 1,942 1,981 2, 073 2,168 2,549 2, 741 ; J, 139 3,297 ふ413 3,256 

建築業 230 233 283 297 379 483 811 1, 130 • 1,309 1,431 1. 526 1,502 

交通・運輸業 80 81 90 101 115 161 317 434 506 562 607 614 

商業・飲食業 52 53 67 .-.』a- 83 137 299 463 532 607 637 652 

家屋・土地， 12 13 45 46 47 69 122 89 126 138 150 151 
住民サービス

＇ I 公益事業

衛社生会，福体祉育事，業
116 117 102 73 87 92' 99 122 125 127 129 132 

文教，放送 357 362 330 238 260 273 288 310 315 314 309 306 
テレビ

科学，技術

゜゜
8 
16 i ＇ 14 12 : 12 13 15 16 17 18 

サーピス

金融・保険業 11 11 I 10 1 0 1 11 11 12 12 14 16 20 21 

町管村理経済組織 37 37 37 
36 ， 
34 3-3 P 74 81' 103 120 129 137 

＇ ]、319I I 1,338 その他 521 527 588 819 702 879 1,305 1, 502 i 1. 655 1,709 
i i I 

慟非者国営合農計村労 30,638 31,025 3 1, 836 32. 672 33,867 i 34,690 35,968 37,065 i I 37,990 39,000 40.068 40,939 
------------- ~- ... - -- ----------... ．． •— — → しユ --------—. -----------------・ -------------------

国業就営第業者1次産 829 805 799 804 800 797 791 783 793 801 803 794 

農合村計労働者 31,467 31. 830 32, 635133、476 34, 66, 35. 487 I 36, 759 37、848138,783 39, 8()1 40,871 I I 41, 73] 

（出所） 1978~87年は，国家統計局社会統計n]編 r中国労動工資統叶資料 1978~1987~ 北点 中国統叶出版社 1989 
年 43, 103ペーシ。
1988, 89年は．国家統計局社会統叶司編？中国農村統五十年鑑 1990』北京 中国統計出版社 1990年 43, 224ヘ
ーン／

所の「3→ 2→ 3」計画を紹介している。これは，

開発初期の段階では第3次産業部門ての雇用吸収

の成長が目覚ましく，次の段階で第2次産業部門

（製造業）で就業機会が増加し，最終的に経済が

成熟した段階に至ってサーピス部門が雇用吸収に

おいて再び支配的な地位を占める， というプロセ

スの産業部門間の労働移動を展望し，経済政策に

反映させるものであるげ3)。

言い換えれば，工業部門が成長し，基幹的部門

となるに至る過渡期には，農業部門から離脱した

12 

労慟力は主として第3次産業部門へ向かうとする

見解てあり，イエメイ，バウアーの提起した問題

を取り込んだ興味深い仮説といえよう旧4)。中国

の経済開発条件の特殊性にとどまらず，開発途上

国の工業化過程における労慟移動，就業構造を分

析する枠組を検討する際の重要なポイントである

ように思われる。

2. 郷鎮企業による雇用吸収

経済体制改革開始後の，農村地域における農業

部門から非農業部門への労働移動の主要な流れは，
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郷鎮企業による廂用吸収の結果てある（，そこでま

ず，その実'lit;をみておくことにする

郷鎮企業数の変動は，第4表のとおりである，、

郷営，村営の公営企業に限って，産業部門別の推

移をみると，農業部門はほほ一貫した減少，工業

部門の微増，それ以外の部門の横ばいと，比較的

変動か少なし＼。個人経営，協同経党の非公常介業

は，郷鎖介党U)範疇に組み人れられた1984年）斐以

降， 86年度U)商業・飲食業部門の設減を別とすれ

は，いすれの部門においても増加は竹しく，郷鎮

企業数全体の圧倒的多数を占めるようになる c

1989年度には， 工業企業においては86.7ぷ，他の

業種の企業においては 9割以上，交通・運輸企業

に干ってはこの業種の郷鎮企業全体の実に98.7;,',;: 

に達する，“,このように，郷鎮企業の件数の増｝Jllは

基本1l'、)には，個人経営，協同経‘i内の非公営企業の

急附によるものである。

次いで第5表で就業者数の動向をみると，農業

部門においては減少，交通・運輸業部門では横ぱ

ぃ，それ以外では，公営，非公営を問わず，増加

中lャ」における改革，調整政策のもとでのガ働移動

する傾向にあり、特に1"：業部門の増加か著しい。

その結果， 1988年度には郷鎮企業の従業者総数は

9545万人に達し，農村労働者総数4億870万人（郷

村労働者4億67万人と国営農場の労働者803万人の合

計）の23.4年を占めるに至っている。郷鎮企業の

閉鎮倒産が相次いだ1989年度においても，従業

者総数9367Ji人の，農村労働者総数4億1733万人

に占める比率は22.4ぷに達している。農Hにおけ

る工業化())進展という観点から，非農党部門の郷

鎮企業就業佑つまり公営の農業企業従業者を芹

しり1いた人数に限定して，農村労働者総数に占め

る比率をみると， 1988年度には9295万人で22.7年，

89年度においては9128万人で21.9~口こ及ぶ。この

ように，公的統，l|か r]＜す限りでは,198(）年代木の

郷鎮企業の就業行数は農村労働者総数の2割強と

し)うことになる。

第5表てこの間の，公営，非公営企党別の就党

者数の，農村労慟者総数に占める比率の推移をみ

ると｀いずれも1988年度まては上昇傾向にあり'

郷鎮企業の雇用吸収効果の大きさを示している。

第4表郷鎮企業の単｛り数
（単位： Jj件）

1984 j | 1985 19s7 I 1988丁玉g｛， 度 1978 1979 1980 1981 1 982 1983 1986 

製業 49 44 滋→ 32 29 27 25 22 24 23 23 23 

工業 79 77 76 73 75 74 90 86 88 97 100 98 
481 493 636 708 774 736 

建築業 5 5 5 5 5 i 6 8 8 
8t 

7 7 7 
90 88 86 

交通・運輸 7 8 ， ， 10 ， 13 11 8 7 6 5 
262 324 367 375 

その他 12 14 1 5 ](i 17 18 29 30 25 24 23 21 
79 688 505 599 601 616 

ノ1‘J l i : t 152 148'1、12 l : ｝ 1 136 607 165 157 l;i2 158 159 154 
607 1. 222 l, 5 1 5 1,745 l, 729 1, 715 

（出所） 国家統計局編『中国統叶年鑑 1990』北京中国統計出版社 1990年 216ペーシ／国家統ilt局農村
社会経済統計司編？中国農村統計年鑑 1990』北京中国統叶出版社 1990年 33, 35ページ。
（注） 1983年まではすべて公営企業。 1984年以降は，上段は公営企業．下段は公営企業を含むすべての範疇
の郷鎮企業。

13 
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第 5表 産業部門別郷鎮企業の就業者数の推移

年度 1978 

農業 608 

工業 1,734 

建築業 236 

交通・運輸業］ 104 
商業・飲食業 144 

合計 2,826 

農村労働力 31,349 

... 

1979T-

533 I 456 

1. 814 I 1. 942 

298 I 335' 

117 

146 

2,908 I 

I 32,506 I 
←―← - - - - - _ - - - - - - - - --—-----

郷鎮 （％） 9.0 8.9 

非農業 （％） 7.1 7.3 

I 業 (%) 3一.3 ，． 5.6 

1981 

114 

153 

3,000 

32,635 
...... 

9.2 

7.8 

6.0 

380 

1,980 

349, 

107 

15:3 

2,969 

3ふ343
ム
ー
~

-
9
8
9
 

••• -
8
7
i
5
 

年度 J 1984 | 1985 
-、て

農 業 284 | 252l 

工業

建築業

交通・運輸業

商業・飲食業

サービス業

その他

2,549 2,782 I ! 
3,656 4̀ 1 37 

683 190 I 

129 114 

455 l尋686

”-—+ヽ→、
公営企業合計 3,849 i 

702 1 
4, 152 4,392 

個人企業 l, 88] 2,562 
その他 656 | 946 984 
郷鎮企業合tt I 5,207 ! 6,979 7,938 □}]3[〗8]口3て［口]:l[］1ロ
（出所） 1984年以降の公営企業は，中華人民共和国項忍業年鑑-編纂委員会編『中国農業年鑑； 1985年版
北京 農業出版社 128~129ペーシ， 86年版 160~ 16]ペーシ， 87年版 284~285ペーシ、 88年版 310

~311ペーシ， 89年版 208~209ヘーシ， 2]2~213ペー乞 それ以外はすへて， 国家統計局編『中国統

計年鑑 ］990』北京 中国統計出版社 1990年 246ページ-
（注） 1983年まてはすべて公営企業。 1984年以降は， ［段は公営企業｀下段は公営企業を含むすべての範疇

の郷鎮企業。

214 

1986 

241 : 
3,041, 
4,761 

807 
1,270 

悶

1987 

（単位：万人）

1982 1983 

344 309 

2. 072 2,168 

421 483 

113 llO 

162 165 

3,112 I ふ235

34,533 35,357 
------------

9.0 9.1 

8.0 8.3 

6.0 6.1 

1988 1989 

100 
l. 122 

42 

51 

244339265828364107615105288 
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しかし， 1989年度にはいずれの項目も低下する傾

向をみせ，政治動向，マクロコントロールに左右

されやすい，郷鎮企業の経営基盤の脆さを表わし

ている。そのなかで落ち込みが最も著しいのは建

設業であり，特に公営企業の就業者の減少率は前

年比 l割強に及んでおり， 1989年の―盲流」を発

生させる原因となったことを物語っている。

次に公営，非公営企業別に雇用動向をみておく

ことにする。第5表で，公営企業の従業者の1978

~88年度の11年間の推移をみると，工業，建設業

では増加するのに対し，それ以外の業種でぱ横は

い， もしくは減少する傾向にある。農村労働者総

数に占める割合は， 1978年度の9.0;;,；から88年度

の12.0年（そのうち非農業部門の比率は 7.1五から

11. 4;;,;）と上昇する。この間，新規の農付労慟力

の増加数9521万人のうち， 21.7;く，；に当る2068万人

（うち，非農業部門は2426万人の25.5ら）を郷鎮企

業が吸収したことになる。さらに，公営の工業企

業に限定すれば，農村労働者総数に占める割合は，

1978年度の5.5ぷから88年度の8,6;，・，戸へと上昇し，

この11年間の農村労働力の新規増加分の18.6五に

相当する1772万人を吸収したことになる。

一方，個人経営，ならびに協同経営の企業は，

1984年度以降，件数と同様，就業者数は急速に増

加し， 88年度には個人経営3675万人，協同経営

977万人に達し，その合計4652万人は郷鎮企業全

体の48.7ぷ，非農業部門に限定するとちょうど

50.0年に達し，公営企業の就業者数にほほ匹敵す

る。しかも，実際には個人経営，協同経営であり

ながら，周囲から私的セクターであることを白眼

視されるのを恐れ，名目は公営企業として登録す

る「桂戸経営」(ii,5 Iが少なくない。 したがって，

実際には個人，協同経営の私企業の就業者が公営

企業の就業者として算入されていることになり，

中国における改革，調整政策のもとての労働移動

現実には非公営企業に就業している労慟者数が公

営企業のそれを上回っている可能性が高い。

つまり，郷鎮企業による雇用吸収といっても，

1件当りの平均就業者数2.3人の個人経営，同じ

く8.1人（いずれも1988年度）の協同経営の，いわ

ば典型的な家族経営，あるいは複数の家族単位に

よる零細企業によるところが大きいのである。

しかもまた業種別にみると，非公営企業の就業

者は絶対数では工業部門が最も多いものの，建築

業や，商業，運輸・通信業など第3次産業部門の

雇用吸収が大きい。このことは，経済体制改革の

過程における中国農村の工業化の特徴を表わすと

同時に，前節でふれた，工業化過程の初期におけ

る農村地域の第3次産業部門の重要性を裏つけて

し)るこ

ところで，雇用吸収といえば，非農業部門に限

定して考えがちであるが，第2表で農村における

新規労働力の吸収の動向をみると， 1978~89年度

の農村の労働力の増加はほぼ 1億300万人， また

第 1次産業部門の増加は4900万人強であり， 12年

間の増加分の約48ぷを農業部門で吸収しているこ

とになる。郷鎮企業による非農業部門での雇用吸

収の成果かしきりに強調されているが｀依然，農

業部門か新規の労慟力の主要な吸収先となってい

る点に留意しておく必要かある。

いすれにせよ以上のように，第 1次産業部門の

就業者比率の減少に，都市における第2, 3次産

業部門の比率の増大が対応しないという傾向は，

ペティ＝クラークの法則に即した，農村から都市

への移住を伴う，先進国型の工業化のプロセスと

は異質であることは明らかであろう c

3. 農村労働力の空間移動

経済体制改革の進展，労働移動に対する規制緩

和の過程で，全般に移動の範囲が拡大するととも

巧
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に，流出する地域の発展段階の差異により就業す

る期間，業種，地域が多様化するようになる。先

に引用した，農村発展研究所の研究グループによ

る調介報告，『令lKI百村労動力情況，凋介行料集．

1978-198伍かそうした問題を検討するうえで格

好の素材を提供している。

この調査報告は，上海，止蘇，浙江，福建，河

北，山西，内蒙占．黒竜江，広西，寧夏，付洵U)

11の省，自治If,直轄巾の59県に存在する222カ

村を対象としたものて. 1978~86年度の労働移動
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うち通年の就業者
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820 
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854 
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総数に対する％

14.2 

12.6 

32.9 

23.1 

26.2 

20.2 

65.7 

97.1 

（出所） 庚徳昌編『全国l'i村労動））梢況調査資料集， 19781986』北東 中国統計出

版ti: 1989年 16~18ヘーシより作成。
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を中心に，農村の経済動向を示す関連データを網

羅したものである。巻末の調在結果についての簡

単な分析によれは，農村の労働力構成の変化，農

業労働}JU).JI：農業労働力への移動状況なと 5つの

系列のテータにおいて，全国の数値と())tt!Wl係数

が0.9を超えており、調脊対象の農村における動

向は，全国の情勢を反映している、 という (ii'6)。

さて1986年度において， これらの農村全体の農

業労慟者総数18万9006人のうち，非農業部門の職

業に従市した打は， 37.2亡卜に相91iする 7万216人

である 1i1;fiする付の内外別の就業加就裳期間

は第6)叶こ小されるとおりてあるか， HI}、Jては通

年())就業行か記りl強の 1万8692人を占め，比較的

就業期間は長期間にわたる。これに対して村外で

就業する者のうち，通年の就業者は5596人と 2割

強を占めるにすぎず，逆に半年未満の就業者が56

らに達する つまり，居住地の村内での就業が長

期に及ふ())とは対照的に，村外では知期間てある

ことかもく，付外への非農業部門の方働移動の大

半は農株l)リl()）出稼きが中＾であるとみられる，，職神

別にみると，村内移動の45ら強に甘る 1万9499人

が［業部門に就業しており，地域内の製造業部門

の発展による就業機会の拡大に対応したものであ

ることを裏づけている。これとは対照的に村外へ

の移動行())うわ、建築部門が8596人て令i*()）3 Wll 

強を占め， しかもそのうちの8割を超える7174人

か季節l'tの知期())就業である。

村外の就党先を地方行政単位でみると， Hと町

・都市のそれぞれのレヴェルヘの流出がほぼ拮抗

している。村レヴェルでは同じ省に属する村での

就業が大半を占め，省外の村に赴く者は少ない。

町・都1|iへの移動先の内訳をみると，中小部lliか

3割別に達し，町と合わせると 4割以 1ーに及ふ，

つまり1986年1化の段階ては，居住地以外の農H

中国における改革，調整政策J)もとてU)'、J]慟移動

に町を加えると移動総数の3分の 2を超え．都市

部への移動では中小都市か9割弱を占めている。

この調究の流出打数の抽捉の程度にもよるか，人―

都市への流出は令体の4;:；弱にすぎず，少なくと

も他の開発途且月にほぽ共通してみられる農村か

ら大都市へU)-.／j|;ild)大規模な移動はみられない

ことを示している。このことは，郷鎮企業の発展

を基礎として広範囲の農村地域の経済・行政・文

化面での中心的な町＝小城鎮を建設し，農村から

大都市へのエクツダスを1;|l止しようとする農付地

域の開発戦略か・‘ぶの成功を収めていることを夷

づけているい

次に，調社の対絞となった市，省，自治1人を紆

済の発展段階から，経済先進地域である東部 (K

海， J蘇，浙江，福建），後進地域の西部（広西，

青海。寧夏），第1次産業中心の中部地域（河北．

山西．内蒙ふ黒竜江），の 3つの地域に大別し，

相在の特徴を検叶してみる（第7表参照）。

3地域の発展良1｛加）梵は，産業部門別の就業行

の構成比に端I'（'、)に}'<.j)されてし 1る。すなわち，第

1次産業部門の比率は．東部55.9五，中部62.1年，

西部76.2ごであり．しかも｀福建を除く東部l市

2 省てはその比率は40~は前後にすぎない。他方こ

うした傾向とは逆に．第2次産業部門の比率は東

部34.1ら中部2:l.4い西部11.8ぷとなってしヽる(

特に．東部U) I•^ 泊i, 江蘇ては工業部門だけて4(）セト

を超えているU)に対し，西部の工業部門は 2省 l

自治区ともに 1割にも満たず， きわめて対照的て‘

ある，：9

第7表が示すとおり， 1986年度の農業労働者の

他産業部門への就業状況においても， 3r也域間で

かなり明瞭な違いかみられる。まず就業先を部門

別にみると，束部ては弟2次産業部門に集中し，

7割強に及ふ。中部ても第2次産業部門，特に「

17 
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第7表 1986年度の3地域別，農業労働者の他部門への就業状況
（単位：人）

束 部

％ 

総数 35,831 100.0 

期間別

通年 19,001 53.0 

半年以上～ 1年 7,704 21.5 

2カ月～半年 6,693 18.7 

1~2カ月 2.433 6.8 

業種別

農林水産牧畜業 615 1.7 

工業 15,404 43.0 

建築業 10,040 28.0 

交通・運輸業 2,293 6.4 

商業 1,838 5.1 

飲食・サービス業 1,694 4.7 

その他 3,947 11.0 

村外就業者の就業先別

総数 11,975 100.0 

県内他村 902 

省内他県の村 837 

省外他村 865 

農村地域の町 733 

県政府所在地・ 1,182 
その他の大きな町

中小の都lli 6,449 

大都市 833 

外国 174 

（出所） 第6表と同じ（各省の関連箇所より集計） C

業部門の比率は 6割弱と高いが，同時に第3次産

業部門も 36.4~ゞ9] と相当高い比重を占めている。西

部ではさらに第3次産業部門の比率が高く，第2

次産業部門を上回っている。

就業期間においては，東部で通年性の移動が全

体の半分強を占めるのに対し，中部では47.l~\,:, 

西部においては29.4;はにすぎず，発展段階に対応

I8 

-I,;:i -

7.0 

7.2 

6.1 

9.9 

53.9 

7.0 

1.5 

中 部 西 部

％ 

5,770 100.0. 28,615 

2,717 47.1 8,409 29.4 

1,297 22.5 4,537 15.9 

1,267 22.0 10,754 37.6 

489 8.5 4,915 17.2 

279 4.8 1,285 4.5 

2,332 40.4 6,356 22.2 

1,063 18.4 5,095 17.8 

467 8.1 2,488 8.7 

357 6.2 l, 627 5.7 

376 6.5 940 3.3 

896 15.5 10,824 37.8 

1, 723 100.0 13,295 100.0 

514 29.8 4,190 31.5 

131 7.6 5,545 41. 7 

21 1.2 176 1.3 

213 12.4 472 3.6 

589 34.21 i 1,484 11. 2 

190 11.0 1,302 9.8 

65 3.8: 126 0.9 

して，就業期間が長期化する傾向にある。期間と

の関連で，村外移動先には際立った違いがみられ

る。すなわち，東部では中小都市53.9~口，大都市

7ぷと都市部への移動が6割を超えるのに対し，

中部においては都市部への移動は全体の14.8ふ：で，

残り 8 割強は他の農村38.6~：/ヵをはじめ，県政府所

在地などの町や村に赴いている。西部では農村部
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への比重がより・一層高く，全体の74.5~\.: に達し，

都市部は10.7ぷにすぎず，なかでも大都市ぱ 1;は

に満たない。

以tのような 3地域間の移動梢況の違いは，経

済の発展段階に対応した，労働移動のタイプの変

化を表わしている。つまり．経済先進地域の東部

においては．都lli部への，長期にわたる就業機会

を求める移動か支配的になりつつある。この淵仔

の解説にもあるようにこうした傾向は，この地域

が耕地が狭く．人口が過密であるうえに．農業部

門ての合理化かすすみ，余剰労働力が多いことと．

省内の他の農村部でも同じ事情で就業機会が少な

いことに加え，比較的近い距離にある．都市部で

のJI農業部門の発展に伴い．就業機会が拡大した

ことによる。これとは対照的に西部においては依

然自給自足的性格が強く， また相対的に余剰労慟

力が少ないうえに，農村地域内での就業機会が比

較的多い。そのため労働移動の形態は．短期(/),

品r,t1期を利用しに，出稼ぎかい胤となる。

労働移動の多様化か認められるなかて‘. J也域間

の発展段階の凡涅と， I業化の進展状況とを屯ね

あわせて考えるならば，改革後の罠村労慟｝）の移

動は農村地域の狭い範囲内での「離土不離郷」型

の，農業部門から非農業部門への流れにとどまら

す，遠隔地にも及ひ，また就業期間においても、

次冶に季節性の短期的な就業から通年性の長期の

就業へと変化する方向にすすみつつある，といえ

よう。

4. 農村から都市への移動

1984年10月13日付けの．国務院の「農民が集鎮

へ入り．定住することの問題に関する通知」（注7)

において．農民か食相．食用油の配給を受けぬこ

とを条件に．県政府所在地より小規模の町（小城

鎮）に移住することか認められ，部分的にしろ農

中 l!~ における改吊，調整政策のもとての労｛動移動

民が農村地域に緊縛されていた情況は改善される

方向にある。その効果の一端は，前項でみたとお

り，農民の流出先のなかでは，町へ向かう人の比

率が高いことに示されている。他Jj，農民の移動

先に占める大都市の比重は低いことを確認したか，

しかし近年，大都市への流入者が増加し．社会問

題となりつつある。

経済休制改革開始後の都市の人LJ増加の要因に

ついては，大別して 2つの見解に分かれるc ひと

つは，農村から都市への労働移動は，戸籍制度に

より厳しく規制されているために．その規模はき

わめて限られ，都市の人口増加は主として自然増

と行政区画の変更によるものである，とみなす見

解であるりIH)。いまひとつは．戸籍制度による制

限にもかかわらず．特に1983年以降，農村から都

市への流出は年間2000万～3000万人もの規模に達

する．とする見解である（注9)0 

両者の違いは．恐らくは移動の定義の相違によ

る。すなわち，前者は戸籍の転籍を付う定住者に

限るのに対し，後者は出稼ぎ者など暫住人口を含

めている， と思われる。そうした問題点にさらに

立ち人ることは避け，ここでは，公式統壮による

農村出身者の都市における．戸籍の転籍を伴う転

入者の変動をみておく。

第 8表か示すとおり、農村から都rfiへ流出する

労働者は，絶対数ては1970年代未から8(）年代前半

には停滞気味であり． 84年度以降増加し始め，

160万人台に達する。農村人口の純増分に対する

都市への流出比率は年々10数ぷ台に達し，ことに

経済過熱か問題となりにした1985年度以降88年度

まての間の増加が著しい。農村労働者の都市への

流入は，絶対数においても．新規増加分に対する

比率においても無視てきない規模に逹している．

といえよう。

19 
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第8表 農村労働者の都巾への流出動向

~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ l~ ~ •~ ~ ~ i~ ~ u:~ {~ i~ m~ ,~ ~ 人~~ ~ ） ~ ~ ~ ~ ~ ― 
(2) ，3! ：49 
うち農付 iI I 農村池域の！農村）、IIv)純
出身者 労働＊行の純陪分に対する

刑分 都巾へV)流出
();}、) （I J J、) J)lt4g*＊ (＇’(9) 

1 978 5H ] 48 

1979 9(13 71 :Hi:l 1 9 6 

1980 900 1~7 8(）5 1 5. 8 

1 98 1 821) り2 8 l l 1 (）．l I 

1982 (i65 66 l.lりl :-J.,-) 

198:, (i28 68 82{) ！ H.:l 

1 984 722 12:l L 278 （Iアti

1985 814 150 1.1)氾 1 3 9 

1986 793 167 935 l~.9 

1 987 799 167 l. （） ］ X 1 6. 4 

1988 844 160 l. 1)69 ] 5. I) 

1989 62(） 120 86,'i 1:u, 

（出所） 国家統1,I局編＇中国統壮年鑑；各年版の
「社会労動者人数」，およひ城鎮新就業人数

U)項より算出。

（注） ＊国営農場の労働者の附減を含む，
** (4)二 (2)/(3)X 100,, 

このような転籍を伴う移動を含む彎農村労働者

の都巾への流人は，経済体制改革開始直後から増

大する傾向にあり、中央の党・政府はその対応に

苫慮していた。 1981年12月30H付けの国務院0)，

「農村労慟力か都市に人って仕事をしたり，農叢

人口を非農業人口に移転することを厳重に規制す

る通知」(ii:1(））によれは， 1980年末て国営企業か使

用している農村労働者のうち＂常勤 l^ ーとして採用

した者を除しばた人数は 931万人にのほり， また，

78~80年の 3年間に非農業人口の増加は，自然増

加分を除き， 1800Jj人，つまり年平均6(）0Jj人に

も達していた。そしてこの通知は，転籍のかなり

の部分はコネによるものとしたうえて，都市へ())

流人者を抑制するための， さまざまな規制措置を

盛り込んでいる。

この時期には文化大革命の時期に都市から農村

へ移住した，大憬のF放青年か相次いで帰還して

いるか，その人数が l：記の数値に含まれている 0)

か否かは定かてはない。しかしし、すれにせよ、

20 

―経済日報』の1989年3月25日付けの記事は，そ

うした規制措置か効果を発揮しなかったことを裏

つけてし1いこの叫事は，この 9年来．「農転非」・

すなわち農村戸籍から都市戸籍への転籍者数は年

平均470万人に達し，転籍による都市人口は増え

ることはあっても，減ること（よない傾向にあり，

財政を圧迫する結果をもたらしている， と報して

し立ふ

行政当局はこうした転籍を伴う定住型の移動を

抑制する方針は堅持しているが，非定住型の都市

への流人については，規制を緩和しつつある心特

に，都市の経済体制改革に本格的に着手し始めた

1984年末以降，建築ブームに乗って、農村からの

建築労働者の大都市への流入を認めざるを得なく

なる；1］II。また、都市によっては，都市在住の青

年層かホテル，食堂，商店，旅行会社なとサービ

ス部門への就業を好み，その結果，製造業部門の

労働者か不足し．欠員を農村からの臨時エて補う，

としヽう事例もみられるようになった1,il2}も

しかも．中央の党・政府ぱ商業・サーヒス部門

においては，むしろ農民の大都市への進出を奨励

さえするようになった。たとえば， 1984年12月6

日のつ 9人民日報』は，〖農民が都市に人り，第 3

次産業を営むことは好ましいことだ」という標題

の評論を掲載している。その論旨は，「大鍋飯ー

を食べていないゆえに経営能力に秀てる農民か，

都市てが足しているサーヒス部門に参入すること

ふ過剰労慟力を解消させる効果もあり｀まさに

一学両得である， という内容てあり，同じ紙面て

北京などの各都市における，農民のサーヒス部門

への進出状況を紹介している。

先の第 2表にみられる，都市における第2次産

業部門の就業者比率の横はい傾向は． このような

環境のもとて都市へ流人する農村労働力の大半か．
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第 3次産業部門に吸収されていることをポ唆して

いる。たたし，第3次産業部門といっても，それ

は先進国における近代的なサーピス産業への就業

を指すものでない。保母，飲食I占の開業，仕立！釦

家具製造などはよく知られているかり］3)，この他

にたとえは，今日北京市でみられる非疋1主型の流

人名が従＇・ドしている職種は次のようなものであるぃ

露天商，果物・野菜売り，日用雑貨の製造・販売，

連搬，家貝製造，大工，靴修理，包丁仙き，廃品

回収，学校・病院・各機関などの雑役夫，庭師，

賄い婦， t"I番，＇、刊f嵐旅館・飲ftl占の調岬・抽除

・食器洗い，建築，道路修理国14)。

これらの職業は，開発迎l：国における，ィンフ

ォーマル・セクターとほとんど同種であり，エ党

化に伴う必然的な現象とみてよいであろう。現状

ては， こうした l付が他の間発途 l 」l•10) ように都市

人口の3~6割にも及ぶ，という規模に達してい

なし％さらにまた，温朴l巾当局のように，農村地

域の住民が大都市へ進出し，サービス音[i門に従事

することをバックアップするような賽例もみら

れ⑪15)，都市に流人する人々を一律にインフォー

マルな存在とは規’虻することはてきない[Iiiもある，、

しかし総体として，経済体制改革の過程て，克

服の対象としてきたインフォーマル・セクターか

実買上形成される段階にあるといえよう。中央U)

行政当局もすでに，その存在を単に排除する u)で

はなく，むしろ都rfiにおけるサービス部門に不可

欠であり，また購買力を維持，拡大する重要な要

素として辿忍する方向にある旧Iii)い

（注 l) 第1次部門から弟 2, 3次部門へi))産業部1"l

間の移動者の規模について．加藤払之氏か1981~85年の

4り間に， 1732Jj4000人てあったと廿L,tしてし 9る（加藤

弘之「中国農村労働力の流動化現象について j 〔『国民経

済雑，，如れ157巻第 1号 1988年1月〕 83ベージ）。また，

中国にわける改革，凋整政^ 山のもとてU)'）i'慟移動

加藤氏の推叶方法を修正した厳，：（f-平氏ふ liilし期間の移

動打数を4867Ji2000人としている（蔽善‘I'I中国におけ

る都市化の展開と人l]・労働力0)移動-'『アシア経済』

弟30巻第 7号 1989年7/JI 22ページ）。

たたし． 1984牛に国家統叶局は村営上業企菜の就菜者

を従来の農業部門から工業部門へ切り替えたか，［山j氏と

も81年はlil統壮基準の数/1/iを，また85年は名／i枯準の数値

を用いていかそのために． ［業部t'%）就業者の増加乎；

が実際より /・.Luiる結果となってし、か

（注2) たとえは，『金融時報』 1989年11月8il,『｝、

11; ll報』 1990年1月6li，および Ifc.分開発利用労動｝J

資源足 •il対戦略問題→ （『求足~ 1990年第18期）なと。

(it 3) Taylor, Jeffrey R., "Rural Employment 

Trends and the Legacy of Surplus Labour, 1978 8G、`̀

China Quarterly, 第116巻， 1988年12/J,756~757ペー

シ戸

{t.j-．4) こ(})「3→2→3」覗(})労慟移動については，

1986年9月に，中l.k]社会科学院農村発展研究所と『人JI'.

H親の農村部とか共同て主催した「農けの余剰労慟｝］

移転問題に関する討点会，においてもふ直されている，

ここては lie業部1"lIhl(j）就熟行構成比かこ (j) ような紆路を~

辿って推移するのは，国際的な経験から普遍的な傾阿て

ある， と指摘している。

しかしその一方こ u)丼論会ては，ペテノ＝クラーク(})

払則に従う発展は改変することはてきない， とする反論

も出されている（王代・栄坊編「農村剰令ji動力転移1/ll

題討論全観点総述，げ中国農村経済』 1986年第12期〕 57

~58ページ） C

(i主5) 張仁寿・李紅 前掲甚 77~87ペーシら

（注61 庚徳昌編『全l1とll’i村労動）J情況，淵代資料tL

1978-1986』北点 中国統計出版社 1989年 292~293 

ヘーシ直なお，以卜.の41/Ilページは煩雑になるために省

略する。

けE7) '中国農業年鑑』紺輯部祖 r中国農付法規

(]984)』北東 農業出版t| 198(ii|- 57~39ペーシ，J

（注8) 厳恙平 前掲論文 13~20ページ。また，島

快「中国城鎮人lJj堂移与城鎖化研究」（『人IlhJf究』］り88

年第2期）。

(iJ:9) 小島固逸「中l1」の経済改吊と開放政策(I)1 

（『アシア経済』第27巻第 7•サ 1986年7月） 18~19ペー

s‘̀ 
ノ。

（注l(）) 国家止llil委員会条法弁公屯編『屯要経済法規

資料選編 1977-1986;」諒 中国統壮出版社 1987年

2I 
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1775~ 1777ページ。

（注11) 1986年度において，北京市の流動人口約100

万人のうち， 20年以上は建築部門の就業者てあり。部門

別では最も多いという（「北京百万流動人口探踪流動人

口給北京帯来的好処一ー調査報道之ニーー」戸瞭望; 第

50期 1986年12月15日〕 18ページ）。

（注12) その結果，杭州市においては農村出身の方

働者が12Ji3000人となり，市の労働者総数の36.7;二に達

している， という（『瞭望』（海外版） 1987年1月26日）。

（注13) i馬蘭瑞・姜渭漁[農業剰余労動力転移摸式的

比較研究」び中国社会科学』 1987年第5期） 49ペーシ。

（注14) 『百姓』第255期 1990年10月1日 29ヘー

ジ。

（注15) 『温州日報』 1988年2月22日． 5月211:::l,

（注16) 『人民H報』 1989年2月26H/『経済日報』

1990年9月15H。

III 展 望

経済体制改革開始後．すでに12年を経過した今

日，「離士不離郷」に象徴される農村工業化政策

は，注目すべき成果を収めた反面，転換期を迎え

ている， といえよう。

「離土不離郷」型の労慟移動は土地の配分方式

と密接に関係していることはすでに述べたとおり

であるが，この経験が他の途上国の開発戦略に与

える教訓は菫要である。今日．多くの開発途上国

が共通して匝面している．農民の大都市へのエク

ソダスは，耕地に対する使用権の喪失によるとこ

ろが大きい(ii:]）。 日い換えれば，現代版 “enclo-

sure movement"が大量の農民から就業機会を奪

ぃ．農村から押し出す結果をもたらしている。

口糧田の配分は確かに．郷鎮企業の労働者．自

営業者に最低限の生存維持水準を保証する効果を

もたらした。また，郷鎖企業の経営者側にすれは弓

労働者が最低限の食糧を確保していることから，

国営企業に比べれば労働コストを少なくてきると
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いう点で有利である。しかし，その反面，零細な

経営規模，および非農業部門へ労働投入を増加さ

せる結果としての農業経営の粗放化は，食糧生産

の停滞をもたらしている。しかも都市への移動制

限は緩和されつつあるとはいえ，定住を伴うもの

は依然として厳しく制限され，農村地域に実質的

な失業者を滞留させる結果をもたらし， まさに

「農村病」として経済開発の足かせとなっている

面も否定てきないりE2)つ

このことは，開発途t国に対して，土地の各戸

一律の平均配分は，短期的にはともかく，中・長

期的には食糧問題を解決する効果さえもつとは限

らないこと，何らかの所得補填措置，社会保障と

組み合わせた合理的な土地，および労働の配分を

模索する必要があることを教訓として物語ってい

る。

ところで，繰り返し指摘してきたように，「離

土不離郷」型労働移動の進展といっても，その現

実は郷鎮企業の発展による兼業労慟者，兼業自営

業者層の増大てある。郷鎮企業の発展か，農村に

おける就業，所得獲得機会を拡大するうえで果た

した役割は大きい。しかし，その急速な発展の要

因を考えるうえで，改革後の中国における特殊な

経済環境を見落としてはならないc すなわち，農

家経営請負責任制の導入後，農家の所得水準が向

上し，消費財，サービス需要が増大したにもかか

わら九国営企業の制度上の欠陥，ならびに交通

・運輸システムの立ち遅れから，市場動向に対応

できず＇そこで財とサービスの需給ギャップが生

じ，供給不足を埋める形で郷鎮企業か発展する余

地が広がっていたのであるは 3)0 

したかって，今後の経済体制改革，就中国営企

業の体制改革の動向次第で，国営企業と競合する

規模の大きい郷鎮企業は淘汰される可能性か強く，



またそのことと関連して，公営の郷鎮企業が地域

住民の優先雇用の方針を従来どおり継続していく

ことは難しくなることが予想される (/'U)。少なく

とも，今後一層増加が見込まれる農村の過剰労働

カの大半を郷鎮企業が吸収することは不可能であ

ろう。

最後に，中国は，「盲流」の発生に象徴される，

都市へ農民が流入する事態を，都市インフォーマ

ル・セクターの問題として，開発途上国の経験か

ら教訓として学ぶ時期にきていることを指摘して

おきたい。「盲流」が単に基本建設圧縮による一

時的に発生した事態ではなく，構造的な問題であ

ることは明らかである。経済開発理論の領域，あ

るいは世界銀行などの国際機関の開発計画におい

ては，インフォーマル・セクターを排除すべき存

在としてではなく，むしろ国民経済の重要な一構

成要素として認識し，安定した経営基盤をもち，

順調な発展が可能となるような研究が進められて

いる（注5)0 

「離土不離郷」がユニークかつ，菫要な試みで

あることは疑いのないところであり，条件が許す

限り，従来どおり「離土不離郷」を基礎とする農

村工業化を推進すべきであろう。しかし，それと

中国における改革｀調整政策のもとでの労働移動

同時に都市への農民の流入が不可避であることを

認識したうえで，インフォーマル・セクターの存

在を組み入れた，都市一農村間の労働移動の流れ

を合理的に管理することが肝要である。要するに

今まさに，「離土不離郷」を重要な柱とする総合

的な開発戦略を組み立てる必要に迫られているの

である。

（注l) 烏居泰彦「東南アジアの経済発展と労働市

場」（『東南アジア研究』第14巻第 1号 1976年6月）。

（注 2) 黄祖輝・顧益康・徐加「農村工業化，城市化

和農民市民化j (『経済研究』 1989年第3期） 61~63ペー

ジ。「離Kが離郷」型の労働移動を軸とする農村l：業化

戦略に対する批判は． 1988年頃から盛んになる。その要

点は．拙稿「郷鎮企業論」（山内一男・菊池道樹編『中

国経済の新局面』法政大学出版局 1990年） 142ページ。

（注3) 同上書 163~167ページ。

（注4) 同上書 172~177ページ。

（注5) たとえば． World Bank, World Develop-

ment Report 1990,オックスフォード， OxfordUniver-

sity Press, 63~64ページ（世界銀行『世界開発報告

1990』イースタン・プック・サービス 61ページ）。

（法政大学教授）

〔付記〕 本稿は1990年度「中国経済調整政策の課

題」研究会成果の一部である。
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